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非正規雇用者の約４割が「正社員並み」の仕事

◆年収「300 万円以下」が約８割 

厚生労働省が「非正規雇用者」と「事業所」を対象に、

今年の７月に初めて実施したインターネットによる実

態調査によると、派遣労働者・契約社員・パート社員な

ど、いわゆる非正規雇用者の約４割が「正社員並みの仕

事をしている」ことが明らかになりました。 

その一方で、非正規雇用者の約８割は「年収 300 万

円以下」と回答しており、企業が正社員の代替として、

低賃金でこれらの労働者を利用していることがわかり

ます。 

事業所への調査では、非正規雇用者を雇う理由とし

て、37.7％が「人件費を低く抑えるため」、38.9％が「業

務量の変化に対応するため」と回答しています。 

◆非正規雇用者の待遇の今後 

民主党はマニフェストに、正規・非正規を問わず、同

じ職場で同じ仕事をしている人は同じ賃金を得るべき

とする「同一労働・同一賃金」の実現を掲げ、ワーキン

グプアや賃金格差の問題解消に取り組む構えです。 

同党の政策に影響力をもつ日本労働組合総連合会（連

合）でも、職務の違い（職務の難易度、仕事に対する負

担、要求される知識や技能）、職務遂行能力の違い、業

績の違いなど、合理的な理由がない限り、勤務時間や契

約期間が短いことを理由として正規雇用者と非正規雇

用者とで労働条件に差をつけることを禁じた「パート・

有期契約労働法」（仮称）の早期制定を目指しています。

◆企業の負担増に直結 

こうした状況から、非正規雇用者の待遇を引き上げる

施策が講じられることは必至ですが、いまだ経済情勢が

混沌としている中、労働条件の底上げは企業の負担増

に直結するため、使用者側としては容易には受け入れ

られないものと思われます。今後いかなる施策が実施

されていくのか、要注目です。 
 
政府の雇用対策と雇用調整助成金等の状況

◆対象者・事業所数がともに減少 

厚生労働省が 10 月初めに、「休業等実施計画届」

（雇用調整助成金等の申請時に事業所が提出する

書類）の受理状況を発表しました。 

それによれば、８月の対象者数は 211 万 841

人となり、７月の 243 万 2,565 人と比較して

13.2％も減少しました。また、８月の対象事業所

数は７万 9,922 カ所となり、７月の８万 3,031

カ所から 3.7％減少しました。「雇用調整助成金」

（中小企業の場合は「中小企業緊急雇用安定助成

金」）の利用も、いくらか落ち着いてきたようです。

また、８月における「大量雇用変動届」（会社都

合等により 30 人以上が離職した場合に提出する

書類）の届出事業所数は 284 事業所（７月は 251

事業所）、離職者数は１万 4,550 人（７月は１万

891 人）となっており、こちらのほうは増加して

います。 
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◆新政権による雇用対策 

民主党を中心とする政権に変わり、政府は、鳩山

首相を本部長とする「緊急雇用対策本部」を設置す

る方針を発表し、新たな雇用対策も明らかになって

います。 

政府は、今後、当面の雇用対策を盛り込んだ「緊

急雇用創造プログラム」をまとめる方針を示してお

り、主な対策としては、「介護分野における雇用者

数の拡充」、「公共事業削減に伴う建設・土木労働者

の転職支援」、「生活保護の受給促進等の貧困層対

策」などが挙げられています。 

◆さらなる雇調金要件の緩和 

また、助成金に関しては、「雇用調整助成金」「中

小企業緊急雇用安定助成金」の支給要件を緩和する

方針も示されています。支給の要件とされている

「直近３カ月間の売上高の減少幅」について、現行

よりも少ない幅で支給を認める考えです。 

企業にとっては従来よりも使い勝手が良くなる

改正だといえます。 

◆今後の政策に注目 

８月の完全失業率は「5.5％」と過去最悪の水準

となりました。企業にとっても労働者にとっても、

まだまだ景気は上向いてきたとはいえない状況で

す。今後、「６％に達するのでは」といった懸念も

あります。 

そのような状況にならないためにも、企業を支援

する助成金の拡充を含め、どのような対策を政府が

打ち出し、実行していくのか、注目したいところで

す。 

健康保険の財政悪化が深刻な状況 

比べ約 810 億円も増える見込みで、３年連続で単

年度赤字となります。 

また、全国の健康保険組合（1,497 組合）でも、

2008年度の経常収支は合計3,060億円の赤字と

なっており、黒字を確保した組合は３割にとどまっ

ています。このような状況は、2009 年度には一

段と悪化すると予測されています。 

◆「景気後退」と「高齢化」が大きく影響 

これらの状況は、景気の悪化により従業員の給

与・賞与が減って保険料収入が減る一方、高齢化に

より保険給付費が膨らんでいることが要因となっ

ています。 

健康保険組合では、保険料を引き上げる組合が今

後相次ぐと予想されますが、「協会けんぽ」の保険

料を上回ると加入者にとっては加入しているメリ

ットが薄れるため、解散する組合が増えていく可能

性も指摘されています。 

◆新政権と健康保険財政 

一方、「協会けんぽ」では、現状で保険料引上げ

による加入者の負担増を求めることは厳しいと判

断し、協会けんぽを運営する全国健康保険協会は、

長妻厚生労働大臣に国費の投入の増額を正式に要

請したそうです。厚生労働大臣では、「協会けんぽ」

の収入全体に占める国庫補助率を、2009 年度の

13％（約 1 兆円）から最大 20％程度まで引き上

げる方針であり、働き手の負担増の軽減を目指して

います。 

しかし、民主党は政権公約で病院の診療報酬引上げ

を掲げており、必要な医療費はさらに膨らむ可能性

があるため、財政の厳しさは増すことが予想されま

す。保険料が引き上げられること、医療費が高くな

ることに不満をもつ前に、我々ができること、つま

り、いかに健康を維持するかを考え、これ以上の負

担増がないようにしたいものです。 

◆協会けんぽ、健康保険組合ともに赤字 

健康保険を運営する各機関の財政状況が深刻化して

いるようです。「協会けんぽ」（旧政府管掌健康保険）

では、2010 年３月末決算で 3,100 億円の赤字にな

る見通しを発表しています。この赤字幅は、前年度に


